
数値目標一覧  

基本方針  項    目  

現況（令和元

（ 2019）年度

末）  

目標（令和６

（ 2024）年度

末）  

数値（令和５

（ 2023）年度

末）  

令和５（ 2023）年度  

取組内容  
今後の課題と施策展開  備考  

１  豊かな

自然環境の

保護  

採取等制限植物を指定する県

立自然公園の数（累計）   
0 箇所  2 箇所  0 箇所  

他県の状況を参考とするため、情

報収集を行った。  

自然保護センターが令和 2年度に

作成した「県立自然公園内希少野

生植物調査報告書」をもとに、規

制植物の指定につ いて 検討を行

う必要がある。  

 

汚水処理人口普及率  87.3％  92.1％  
89.0％  

（速報値）  

クリーンライフ 100 構想に基づ

き、下水道、 集落排水、合併処理

浄化槽の整備を促 進するととも

に、下水道の接続促進を図った。 

引き続き市町村に対し、構想に基

づく効率的な下水 道設備を促進

するとともに、必要に応じた下水

道事業の見直しを 図るよう働き

かける必要がある。  

 

岡山エコ事業所の認定件数  

（累計）  
256 件  260 件  274 件  

ラジオや SNSなどの各種広報媒体

や、巡回エコ製品等普及展示会等

イベント会場において、制度の紹

介や PR を実施した。  

イベント等への出展や、中小企業

３Ｒ推進アドバイ ザによる周知

活動を通じて制度の PR に努め、

認定件数の増加を図る。  

 

２  野生生

物の保護  

指定希少野生動植物保護巡視

員数  
58 人  70 人  52 人  

巡視員の委嘱替え（ 3 年任期）に

合わせ、市町村に推薦依頼を行い

委嘱を進めた。  

種の新規指定がないことや、巡視

員の高齢化等により、巡視員数は

減少傾向にあり、候補者への働き

かけが必要である。  

 

広域連携で鳥獣被害対策に取

り組む地域数（累計）  
3 地域  5 地域  3 地域  

農作物等被害の一 層の低減を目

的とする有害鳥獣 許可捕獲を促

進するため、捕獲活動に従事する

駆除班への活動費支援等、活動強

化を図った。  

猟銃免許保有者の 年齢構成をみ

ると、60 歳以上が約 7 割と高齢化

しており、新規狩猟免許の取得促

進を図る必要がある。  

 

外来生物対策ＰＲ隊による出

前講座開催数（年間）  
7 回  10 回  4 回  

県や市町村のイベ ントでブース

を設置するなど、外来生物対策の

普及啓発に努めた。  

外来生物法改正を踏まえ、外来生

物対策に係るニーズの把握、出前

講座の充実を図る必要がある。  

 

３  水とみ

どりに恵ま

れた環境の

保全と創出  

森づくり活動への参加企業数  

（累計）  
26 社  28 社  29 社  

森林保全活動に取 り組もうとす

る企業等からの要請に対応して、

活動森林等の情報提供、地元市町

村等との調整等の支援を行った。 

活動状況や活動成 果による二酸

化炭素吸収量の数 値化等をＰＲ

することにより、新たな企業等の

参画を促進する。  

 

４  人間が

守り伝える

自然の豊か

さ  

みどりの少年隊員数  1,218 人  1,400 人  1,070 人  

新型コロナのため 中止していた

緑の募金活動の実 施やみどりの

少年隊交流集会、指導者講習会を

開催し、活動の充実を図った。  

隊数、会員数ともに減少傾向にあ

るため、会員数の増加、活動の促

進や指導者の育成 を図る必要が

ある。  

 

身近な自然体験プログラムの

参加者数  

28,636 人  

※ 1  
30,000 人  

38,873 人  

※ 3  

自然保護センター において自然

観察会など身近な自然が体験・学

習できるイベント を開催したほ

か、市町村においても話題性のあ

る企画展を開催した。  

優れた活動の情報 を県民が共有

し、積極的に参加できる機会をつ

くることができるよう、地域にお

ける保護活動の情 報発信を進め

る。  

 

自然保護センターの利用者数  32,438 人  40,000 人  37,818 人  

新たなイベントや 魅力的な企画

展の積極的な開催とともに、各種

SNS によりセンターの魅力を継続

的に発信することで、利用の促進

を図った。  

企画内容の充実のほか、 SNS での

情報の発信、小中学校への周知等

様々な機会を捉え、利用者ニーズ

やターゲットを意識した PR を行

い利用の促進を図る。  
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自然公園の利用者数   
1,100 万人  

※ 2  
1,210 万人   

950 万人  

※ 4  

安全で快適な利用 を促進するよ

う案内板、休憩所、トイレなどの

施設の適正な整備・維持管理を進

めた。  

施設の適正な維持 管理を進める

とともに、自然や景観の保全を図

りつつ、その魅力を観光資源とし

て情報発信し、自然公園等の利用

促進を図る。  

 

長距離自然歩道の利用者数   
143 万人  

※ 2  
160 万人  

131 万人  

※ 4  

安全で快適な利用 を促進するよ

うルートの指導標、路傍休憩所、

トイレなどの施設 の適正な維持

管理を進めた。  

施設の適正な維持 管理を進める

とともに、自然や景観の保全を図

りつつ、その魅力を観光資源とし

て情報発信し、自然公園等の利用

促進を図る。  

 

※ 1 平成 28（ 2016）～令和元（ 2019）年度の平均の値  

※ 2 平成 30（ 2018）年度末の値  

※ 3 令和 2（ 2020）～令和 5（ 2023）年度の平均の値  

※ 4 令和 4（ 2022）年度末の値  

 


